
 

教育研究評議会（第２２２回）議事要旨 

 

 

 

Ⅰ．日  時  ２０２２年（令和４年）６月７日（火）１３：００～１４：１２ 

 

Ⅱ．場  所  オンライン会議（Zoom） 

 

Ⅲ．出席者 林学長、武田理事・副学長、大谷理事・事務局長、犬飼理事、青山副学長、 

中山副学長・附属図書館長、松隈副学長、鈴木（義）大学院総合国際学研究院長・ 

研究科長、川村大学院国際日本学研究院長・国際日本学部長、山口言語文化学部長、 

真島国際社会学部長、星アジア・アフリカ言語文化研究所長、 

佐野大学院総合国際学研究院副研究院長、川上言語文化学部副学部長、 

大川国際社会学部副学部長、鈴木（智）大学院国際日本学研究院副研究院長、 

シートン国際日本学部副学部長、渡辺アジア・アフリカ言語文化研究所副所長 

（合計 18名） 

陪席者 桑原監事、外 

 

Ⅳ．資  料   

１． 教育研究評議会（第 221 回）議事要旨（案） 

２． 中期目標期間の達成状況報告書（案） 

３． 第３期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書（案） 

４． 対応状況報告書（案） 

５． 学長選考・監察会議委員（案） 

６． 教員公募要項 

７． 国立大学法人東京外国語大学アジア・アフリカ言語文化研究所教員募集要項（案）2種 

８． 東京外国語大学保健管理センター教員（特定教員）公募要項 

９． 西東京三大学共同サステイナビリティ国際社会実装研究に関する覚書（案）等 

１０． 大学間等国際学術交流協定の更新について 

１１． 2021（令和 3）年度卒業・修了者進路調査状況 

１２． 研究活動における不正行為について 

 

○第 221 回の教育研究評議会の議事内容について、資料１により、確認した。 

 

Ⅴ．議  題  

＜審議事項＞ 

１. 中期目標期間の達成状況報告書（第３期中期目標期間終了時）の提出について 

 青山副学長から、資料２に基づき、第３期中期目標達成状況報告書の提出について説明があ

り、審議の結果、これを承認した。 

 

２. 第３期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書の提出について 

 青山副学長から、資料３に基づき、第３期中期目標期間に係る業務の実績に関する報告書につい

て説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

３. 対応状況報告書の提出について 

 青山副学長から、資料４に基づき、大学改革支援・学位授与機構の認証評価に対する対応状況報

告書について説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

 



 

４. 学長選考・監察会議委員の選出について 

 佐伯総務企画課長から、資料５に基づき、大谷理事・事務局長の委員就任について説明があり、

審議の結果、これを承認した。 

 

５. 教員採用人事（総合国際学研究院）について 

 鈴木（義）大学院総合国際学研究院長・研究科長から、資料６に基づき、３件（合計３名）の講

師を募集することについて説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

６. アジア・アフリカ言語文化研究所教員募集について 

 星アジア・アフリカ言語文化研究科長から、資料７に基づき、准教授又は助教１名の募集をする

ことについて説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

７. 特定教員（保健管理センター医師）の公募について 

 武田理事・副学長から、資料８に基づき、保健管理センター教員（特定教員）１名を募集するこ

とについて説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

８. 西東京三大学連携に関する協定・覚書等の締結について 

 林学長から、資料９に基づき、東京外国語大学、東京農工大学及び電気通信大学の三大学間で協

定と覚書を締結することについて説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

９. 大学間等国際学術交流協定の更新について 

 松隈副学長から、資料１０に基づき、大学間等国際学術交流協定の新規締結および更新について

説明があり、審議の結果、これを承認した。 

 

（新規） 

・マドリード自治大学（スペイン） 

（更新） 

・プレトリア大学（南アフリカ） 

・メルボルン大学（オーストラリア） 

・ニューヨーク州立大学ストーニーブルック校（米国） 

・イスファハン大学（イラン） 

 

＜報告事項＞ 

１． 令和３年度卒業・修了者進路調査状況について 

 武田理事・副学長から、資料１１に基づき、令和３年度学部・大学院生の卒業・修了者の進路調

査状況について報告があった。 

 

２． 研究倫理教育及びコンプライアンス教育の実施について 

 林学長および中山副学長から、資料１２に基づき、研究活動における不正行為についての注意喚

起、および実際の事例について報告があった。 

 


